
中間とりまとめ（案）の概要

静止気象衛星に関する懇談会



＜現行衛星＞ひまわり８号・９号の貢献と後継機の計画

○ひまわり8号、9号は令和11（2029）年度までに設計上の寿命を迎える。

○宇宙基本計画（令和2年6月30日閣議決定）に沿って、令和11（2029）年度の後継機の運用開始に向け、

令和5（2023）年度をめどに後継機の製造に着手
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ひまわりは安全・安心な国民生活・社会経済活動に不可欠な社会インフラ



＜現行衛星＞国際貢献

ひまわりはアジア・オセアニア地域をはじめとした
世界各国の気象観測・予測、防災に貢献

外国気象機関から要望された領域に対して、特別観測（ひまわりリクエスト）を実施

→ 各国の災害リスク軽減に貢献

豪州気象局の要請に基づき、特別観測を実施
（2020年1月） 火災や煙の監視に活用

気象衛星ひまわり８号による特別観測（ひまわりリクエスト）



＜現行衛星＞国際貢献

ひまわりはアジア・オセアニア地域をはじめとした
世界各国の気象観測・予測、防災に貢献

ひまわりが捉えたフンガ・トンガ-フンガ・ハアパイ火山の噴火



＜次期衛星＞赤外サウンダの導入が必要

 線状降水帯の予測には、大気下層に分布する水蒸気の状況把握が必要。

 従来のひまわりは、上空から雲や水蒸気の分布を面的（2次元）に観測。

 次期衛星には、線状降水帯等の予測精度向上につながる、

大気の立体的な構造（3次元）を観測可能な最新技術「赤外サウンダ」
の導入を検討すべき。

線状降水帯の予測精度向上に必要な観測

※ ３次元観測のイメージ

最新技術による3次元
（大気の立体的な構造）観測

3次元観測データを元に
大気の状態を算出

令和２年７月豪雨のような
発達する線状降水帯を予測

水蒸気の収束を的確に予測
線状降水帯の予測精度向上へ

スーパーコンピュータ

ひまわり後継機



＜次期衛星＞整備・運用の方針

 既存の観測機能であるイメージャについても、他衛星との比較や複合利用を容易にし、データ利用を更

に広げるため、現状の能力を維持した上で、一部バンドの追加や変更、あるいは既存バンドの中心波長

を一部見直すことを検討すべき。

既存機能について

 次期衛星の事業形態は、現行衛星と同様に、衛星製造及び打上げを直轄事業としつつ、運用を中心

にPFI事業を効果的に活用することが適切。

 PFI事業の検討においては、観測データの産学官での利活用促進に係る検討等もふまえた上で、事業

者による収益事業の提案を認める等により、国の財政負担削減や社会課題解決、民間のビジネス機

会創出へとつながるよう検討を進めることが肝要。その際、ひまわりによる観測に切れ目が出ないよう、

PFI事業の収益事業が衛星運用に影響を与えないよう配慮が必要。

 観測データについて、産学官での利活用促進に向けて更なる方策を検討する必要がある。観測データ

のアーカイブや、これまで衛星データを扱ってこなかった新たなユーザーに対してデータ利用の敷居を下げ

る等により、データ提供の仕組みを強化することが重要。また、シーズ側とニーズ側の対話の場（プラット

フォーム）を設けることも重要。

整備・運用形態について

データ利活用推進について



（参考）静止気象衛星に関する懇談会

 次期気象衛星の整備方針等の検討のため、令和元年度から「静止気象衛星に関する懇
談会」を開催

 2022年6月に次期気象衛星の整備等に係る方針を示した「中間とりまとめ」を公表。

1. はじめに

2. 静止気象衛星の意義・位置付け

(1)ひまわりが国内外の防災・減災で果たす役割

(2)様々な分野におけるひまわりの利活用

(3)静止気象衛星を取り巻く宇宙政策の動向

3. 次期静止気象衛星の整備・運用に関する取組方針

(1)最新技術の導入

(2)運用事業における民間活力の活用

4. 利活用促進の取組

(1)みんなのひまわり

(2)データ提供環境の在り方

(3)産学官連携による利活用促進の実現

5. 最終とりまとめに向けて

◎

中間とりまとめの構成 「静止気象衛星に関する懇談会」 委員

足立 慎一郎 民間資金等活用事業推進機構
代表取締役社長

沖 理子 宇宙航空研究開発機構（JAXA）
第一宇宙技術部門 地球観測研究センター長

佐藤 正樹 東京大学 大気海洋研究所 教授

佐藤 将史 一般社団法人 SPACETIDE 理事・COO

高薮 縁 東京大学 大気海洋研究所 副所長・教授

中島 孝 東海大学情報理工学部
情報科学科 教授

中須賀 真一 東京大学大学院 工学系研究科
航空宇宙工学専攻 教授

根本 勝則 一般社団法人 日本経済団体連合会 参与

藤本 真人 NHK報道局 災害・気象センター長

藤原 謙 ウミトロン株式会社 代表取締役

村田 健史 情報通信研究機構（NICT）
総合テストベッド研究開発推進センター
研究統括

◎：座長、○：副座長

○



（参考）主な政府文書における記載

骨太の方針（経済財政運営と改革の基本方針2022）（2022年6月7日閣議決定）
3.防災・減災、国土強靱化の推進、東日本大震災等からの復興

（中略）次期静止気象衛星（中略）等を活用した防災・減災対策の高度化（中略）等の地域防災力の向上や
事前防災に資する取組を推進する。

成長戦略（新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画）（2022年6月7日閣議決定）
2.宇宙

• （中略）集中豪雨・台風予測の精度向上に向けて、観測能力を大幅に強化した静止気象衛星ひまわりの後継機を
整備する。

宇宙基本計画工程表改訂に向けた重点事項（2022年5月20日宇宙開発戦略本部決定）
基本方針 特に重点的に取り組むべき事項

• 線状降水帯等の予測精度向上に向け、大気の３次元観測機能など最新の観測技術を導入した次期静止気象衛
星を、2023年度を目途に製造に着手し、2029年度の運用開始を目指す。

宇宙基本計画（2020年6月30日閣議決定）
4.(2) 災害対策・国土強靱化や地球規模課題の解決への貢献

• 台風・集中豪雨の監視・予測、航空機・船舶の安全航行、地球環境や火山監視等、国民の安全・安心の確保を目
的とした、切れ目のない気象衛星観測体制を確実にするため、2029年度めどの後継機の運用開始に向け、2023年
度をめどに後継機の製造に着手する。後継機には高密度観測等の最新技術を取り入れ、防災気象情報の高度化を
通じて自然災害からの被害軽減を図る。


